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調査概要
 調査対象 計1,281件

(1)企業所在地(本社所在地）が山梨県内の以下の産業中分類 958件
・はん用機械器具製造業
・生産用機械器具製造業
・業務用機械器具製造業
・電子部品・デバイス・電子回路製造
・電気機械器具製造業
・情報通信機械器具製造業
・輸送用機械器具製造業
・プラスチック製品製造
・非鉄金属製造
・金属製品製造
(2)(1)以外で事業所所在地が山梨県内の以下の産業中分類 291件
・はん用機械器具製造業
・生産用機械器具製造業
・業務用機械器具製造業
・電子部品・デバイス・電子回路製造
・電気機械器具製造業
・情報通信機械器具製造業
・輸送用機械器具製造業
(3)その他、技術・製品PR等の県・産業支援機構の取組等に参加・関与した企業 32件

 調査期間
2019年10月22日～11月1日
ただし、調査期間後に到着分も含まれる。

 回収数 332件（回収率25.9%）



１．業種
 生産用機械器具製造業、電気機械器具製造業、電子部品・デバイス・電気回路製造業が全
体の約４０％を占める。

 その他製造業（約３７％）の具体的な業種は、医療機器製造業や精密電子機器製造などの
ほか、プラスチック製品製造業などの素材業がある。
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２．従業者数／従業者数のうちの正社員数
 従業者数１０人未満又は３０人未満の事業所が多く、同従業者規模の事業所が、全体の約
４９％を占める。正社員数も同様に１０人未満又は３０人未満の事業所の割合が高い。
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３．保有している技術
 切削加工技術（約３３％）や精密機械加工技術（約２９％）、研削・研磨加工技術（約２
３％）を持つ事業所が多く、精密な加工が求められる部材への対応を得意とする事業所の
割合が高い。
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４．自社の技術の特徴（強み）
 小ロットでも対応できる事業所の割合が約５４％と高いことから、医療機器製品製造とは
親和性が高いと考えられる。

 また、設計から対応できることを強みと捉える事業所の割合は約３３％であり、医療機器
の製造業務の外部委託に対応可能であり、部材メーカーから自社製品開発企業に成⾧する
可能性がある。
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５．企業・機関との取引や連携の状況
 製造企業との取引や連携が多く、部材供給のニーズに対応していると考えられる。
 県内企業が約６１％、県外企業が約７２％と、県外との連携実績が相対的に高い。
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６．医療機器等関連産業に関連する活動・取組
 医療機器関連企業からの引き合いの実績がある事業所が約１８％存在しており、医療機器
関連企業と何らかのチャネルを有していると考えられる。

 約２０％の事業所が医療機器関連企業に医療機器関連部材供給の形で医療機器関連産業に
参入している。

 医療機器関連産業に関するセミナーや展示会・商談会に参加する事業所が約１５％と積極
的な活動をしていることから、更なる参入促進の必要がある。
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７．部材供給の形態
 既参入のうち部材供給の事業所では、部材供給の形態として汎用品が約２２％に対して特
注品が約４８％と、特注品への対応が相対的に高い。

 高い技術力や小ロット対応、設計から対応など各社の強みを活かして部材供給を行ってい
ると考えられる。

21.5

47.7

18.5

7.7

4.6

0 20 40 60

部品供給( 汎用品) 

部品供給( 特注品) 

OEM 製造

ODM 製造

無回答

部材供給の形態 (n=65) (%)



８．医療機器または医療機器関連部品・部材の種類
 既参入の事業所では、診断機器製品またはその部品・部材製造を担う事業所の割合が
約４０％と高い。

 今後、診断機器分野はデータ管理・活用がますます求められることから、ソフトウェアや
システム開発を得意とする企業との連携等の必要性が高まると考えられる。
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９．医療機器等関連産業に関する参入意欲
 ・・・ 参入意向のある未参入企業が約１４％であり、今後参入を促す必要があると考えられる。
 既参入企業は約２０％であり、今後の事業展開・拡大を支援する必要がある。
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１０．医療機器等関連産業への事業参入の可能性がない理由
 参入意向のない事業所は、既存設備での対応困難が約４１％と、事業参入するためのリ
ソースが質の面で不足していると考えられる。

 医療機器分野に対する理解不足を挙げる事業所（約３２％）に対しては、コンサルティン
グの派遣やセミナー開催等で情報提供・理解促進を図る必要があると考えられる。
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１１．医療分野での売上実績の有無と、年間売上に占める割合
 医療分野での売上実績がある事業所のうち、約５２％は、年間売上高に占める医療分野の
売り上げは１０％未満である。

 医療分野以外に主要事業があると考えられる。
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１２．今後の医療機器等関連産業における事業展開
 部材供給への事業展開意向が高く、全体の約４７％を占める。
 特に、精密機械加工技術を応用する人工骨、手術用器具部品（約２０％）、樹脂成型加工
技術を応用するプラスチック部品（約１４％）の供給意向が高い。

 また、試作品や開発品案件への対応意向も約１９％と高い。
 一方で、医療機器の製造販売への意向がある事業所も約４３％である。
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１３．医療機器等の開発・製造・販売の上で連携したい企業・機関
 連携先として製造企業との連携意欲が高い。県内企業が約６３％、県外企業が約６９％と
県外企業との連携実績が相対的に高い。

 現在の連携先と比較すると、研究機関（約２９％）や県内大学（約３２％）との連携意向
が高いことから、研究のための共同開発や製品評価ニーズの可能性がある。
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１４．医療機器等関連産業へ参入する場合の課題と必要な支援
 市場ニーズの把握（約３８％）や参入パターンの把握（約３５％）など、参入段階での課
題を抱える事業所の割合が高い。

 製品化・事業化に向けたパートナー確保（約３０％）、販売チャネルの確保（約３２％）
が課題としてあがっており、企業マッチング会の実施（約３８％）、ニーズに基づく技術
マッチングプラットフォームの構築（約２１％）のニーズがある。

 開発戦略策定（約３６％）が課題であり、自社の強みを活かした医療機器等の開発につい
て専門家等の個別コンサルティングが必要と考えられる。
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１４．医療機器等関連産業へ参入する場合の課題と必要な支援
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17.9

14.3

9.8

22.3

19.6

21.4

37.5

0.9

2.7

20.5

0 20 40

技術支援

医療機器の製造等に関する法規制への対応指導

人材育成支援

プロフェッショナル人材の確保・派遣

事業計画作成へのアドバイス

補助金情報の提供

医療機器等関連産業への参入に関するセミナーの開催

ニーズに基づく技術マッチングプラットフォームの構築

企業マッチング会の開催

ハンズオン支援

その他

無回答

課題に対して必要な支援 (n=112) (%)

 市場ニーズの把握（約３８％）や参入パターンの把握（約３５％）など、参入段階での課
題を抱える事業所の割合が高い。

 製品化・事業化に向けたパートナー確保（約３０％）、販売チャネルの確保（約３２％）
が課題としてあがっており、企業マッチング会の実施（約３８％）、ニーズに基づく技術
マッチングプラットフォームの構築（約２１％）のニーズがある。

 開発戦略策定（約３６％）が課題であり、自社の強みを活かした医療機器等の開発につい
て専門家等の個別コンサルティングが必要と考えられる。


